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新潟県・外国人労働者の雇用・採用に対する企業の動向調査（2025年 8月） 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンク

に帰属します。  

当レポートはプレスリリース用資料として作成して

おります。著作権法の範囲内でご利用いただき、

私的利用を超えた複製および転載を固く禁じま

す。  

新潟県・外国人労働者の雇用・採用に対する企業の動向調査

（2025 年 8 月） 

 

2025 年 3 月の発表は  

2025 年 2 月 28 日（金）午前 9 時  
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現在、外国人を「雇用している」企業は１６．０％となり、前回調査（２０２４年２月、１２.２％）から

３．８ポイント上昇、採用拡大の意向がある企業は８．２％だった。外国人労働者の雇用・採用に

おける課題では、「スキルや語学などの教育」「コミュニケーション」が依然として高い。外国人労

働者の受け入れを推進する政府主導の下、円滑な労使関係を構築する仕組みづくりが必要とな

ろう。 

 

※株式会社帝国データバンク新潟支店は、新潟県４７４社を対象にアンケート調査を実施した。  

調査期間：２０２５年８月１８日～８月３１日（インターネット調査）  

調査対象：新潟県４７４社、有効回答企業数は２４５社（回答率５１．７％） 

  

SUMMARY 

2025/10/16  

課題は「教育」「コミュニケーション」が高水準 

円滑な労使関係を構築する仕組みづくりが必要 

 

外国人労働者、 
雇用企業は１６．０％に上昇 
８．２％は採用「拡大」 
 
 

目黒 健太郎（調査担当） 

帝国データバンク 

新潟支店 

025-245-5606 

info.niigata@mail.tdb.co.jp  

2025/10/16   
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新潟県・外国人労働者の雇用・採用に対する企業の動向調査（2025年 8月） 

外国人を雇用している企業は１６．０％に上昇               

今後新たに採用する意向の企業は８．２％ 

外国人の雇用・採用について尋ねたところ、現在「雇用している」企業は１６．０％となり、前回調査

（2024 年 2 月、１２．２％）から３．８ポイント上昇した。一方で、現在「雇用していない」企業は６７．３％と

なり、前回調査（６７．６％）から０．３ポイント低下した。 

また、今後の採用に関しては、現在外国人を雇用しており、かつ採用を増やす意向の企業は前回調査

から２．１ポイント上昇し、２．９％となった。一方、現在雇用していないが、今後新たに採用すると回答した

企業は５．３％と前回調査（１２．５％）から７．２ポイント低下した。両項目を合計した８．２％（同５．１ポイン

ト減）の企業が外国人労働者を採用開始・拡大する意向があることが分かった。 

 

外国人労働者の雇用・採用動向  

 

 

 

 

 

 業種別の外国人労働者の採用の拡大については、「娯楽サービス」が１００．０％でトップとなり、次いで

「人材派遣・紹介」（５０．０％）、「パルプ・紙・紙加工品製造」「自動車・同部品小売」「専門サービス」（いずれ

も３３．３％）が続いた。上位１０業種では、サービス業や小売業を中心とした個人向けサービス業が中心とな

っている。 

 なお、これら上位１０業種のうち、「パルプ・紙・紙加工品製造」が特定技能の分野に指定されている。  

 

外国人労働者の雇用・採用動向  外国人労働者の採用を拡大する割合 

上位 10 業種  
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人材派遣・紹介

パルプ・紙・紙加工品製造

自動車・同部品小売

専門サービス

建材・家具、窯業・土石製品卸売

化学品製造

建材・家具、窯業・土石製品製造

医療・福祉・保健衛生

化学品卸売
2025年8月調査

2024年2月調査
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外国人雇用の課題、「教育」「コミュニケーション」が突出     

宗教上の問題も 

外国人労働者を雇用する際の課題について尋ねたところ、「スキルや語学などの教育」（６０．８％、前回調

査比０．２ポイント増）と「コミュニケーション」（５８．８％、同２．８ポイント増）の２項目が５０％を上回り、前回

調査に引き続き突出して高かった。企業からは、「危険が伴う仕事をしているため、言葉のとらえ方一つで

命に関わる事態となる可能性がある」（建設）などの課題に対する声が挙がった。  

また、「宗教による生活様式などの違いへの配慮」は２８．２％であり、およそ 3 割弱が課題を抱えている

という結果となった。実際、「言語や風習・生活スタイルの違いなどを加味した教育に苦労している」（小売）

といった声もあった。 

 

外国人労働者の雇用・採用における課題  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ 

本調査の結果、外国人労働者を雇用している企業は１６．０％となり、前回調査から３．８ポイント上昇した。

一方で、現在「雇用していない」企業は６７．３％と依然として６割を超えているものの、前回調査から０．３ポ

イント低下し、その格差は縮小した。また、外国人労働者の採用を拡大する意向のある企業は８．２％だった。

とりわけ、人手不足感の強い個人向けサービス業などでは採用拡大に意欲的な傾向が表れた。また、
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スキルや語学などの教育

コミュニケーション

継続性・定着

社風、業務内容への適応

行政関連、雇用契約など各種手続き

生活面へのサポート

宗教による生活様式などの違いへの配慮

採用方法や採用ツールが不足

衛生観念の違い

情報セキュリティの管理

適正な賃金
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2025年8月調査

2024年2月調査
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2024 年 9 月、「特定技能外国人受入れに関する運用要領」に自動車運送業が指定されたことにともない、

運送業において外国人の採用拡大への意向が高まっている。これらの業種では、人手不足が高止まりして

いる現状を踏まえると、特に外国人労働者の雇用に対するニーズは高まると予想される。 

一方で、外国人労働者の雇用・採用においては、「スキルや語学などの教育」「コミュニケーション」が大き

な課題となっている。 

今後も新潟県内における外国人労働者は増加していくとみられるが、個々の企業で具体的な解決策を講

じるには限界があるなかで、外国人労働者の受け入れを推進する政府が主導し、円滑な労使関係を構築す

る仕組みをつくることが必要となろう。  

 

＜参考＞外国人労働者・雇用事業所の推移（全国）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。  

業界 大企業 中小企業（小規模企業含む）  小規模企業  

製造業その他の業界  
「資本金 3 億円を超える」かつ  

「従業員数 300 人を超える」  

「資本金 3 億円以下」または  

「従業員数 300 人以下」  
「従業員数 20 人以下」  

卸売業  
「資本金 1 億円を超える」かつ  

「従業員数 100 人を超える」  

「資本金１億円以下」または  

「従業員数 100 人以下」  
「従業員数 5 人以下」  

小売業  
「資本金 5 千万円を超える」かつ

「従業員数 50 人を超える」  

「資本金 5 千万円以下」または  

「従業員数 50 人以下」  
「従業員数 5 人以下」  

サービス業  
「資本金 5 千万円を超える」かつ

「従業員数 100 人を超える」  

「資本金 5 千万円以下」または  

「従業員数 100 人以下」  
「従業員数 5 人以下」  

注 1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位 3％の企業を大企業として区分  

注 2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位 50％の企業を中小企業として区分  

注 3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB 産業分類（1,359 業種）によるランキング  

 

企業規模区分  

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

2015年 2024年

0

100,000

200,000

300,000

400,000

外国人労働者数

230万2587人

出所：厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況について(各年10月)」

外国人雇用事業所数

34万2087カ所

(人) (カ所)


